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1.環 境 教育 の対象(児 童 ・生徒 か ら社 会人 まで)

NPO、 地方公共団体、小学校～高等学校、大学など様 々

な団体 ・個人が環境教育の主体 となって活躍 してお り、 日

本で環境教育に関す る活動 をしている団体 として、 日本環

境教育学会、 日本エネルギー ・環境教育学会、福 岡県環境

教育学会、日本環境教育フォー ラムなどが挙げられ る。環

境教育1),2)β),4)の対象は、児童 ・生徒から社会人まで幅広い。

児童 ・生徒への環境教育では、例えば、山や川での自然観

察や カヌー な どの体験型学 習や屋 内で のプ ロジェ ク ト

WETア クティ ビティな どが挙げ られ る。高等学校対象 の

環境教育では、廃棄物の有効利用などに関する実験実習や

COD測 定 といったやや高度 な内容のものも実施 される5)・6)。

また、社会人 に対する環境教育では、社 内報 による啓発や、

セ ミナーによる自社CSR報 告 書の説明、ワークシ ョップに

よる自社製品等の具体的事例研究などが行われている。大

学生は社会人になる前の学習期間であるため、環境教育を

受けるには重要な時期と言 える。

2006年 に開催 されたヨハネスブルグサ ミットでは、ESD

(「持続可能な開発のための教育(EducationforSustainable

Development)」)に おける高等教育機関の果す役割の重要性

が指摘 されている。この会議では、 日本政府が 「国連ESD

の10年 」 を提案 し、第57回 国連総会 にて決定されている。

この成果 に関連 して、環境省 は、「持続可能なアジアに向け

た大学における環境人材育成 ビジ ョン」(環 境人材育成 ビ

ジョン)を とりま とめた。 ここで、環境人材 とは、あ らゆ

る分野(業 界、職種等)で 企業活動等の経済社会システム

のグリーン化に取 り組む人材 と定義 されている。環境省は、

持続可能なアジアの実現のためには、あらゆる業界 ・職種

で、企業活動等の経済社会システムのグリーン化に取 り組

む 「環境人材」あるいは、企業等において、温暖化対策、

希少資源の枯渇、国際的な環境規制等 といった環境面での

リスクに対応可能な環境人材が求め られているとしている。

ここで、大学は幅広い教養 と専門性 を習得 させ る場であ り、

卒業後の職業や仕事の方向性に大きな影響 を与えることか

ら、環境人材育成の中心的機能を果たしうるとしている。

環境省 は、環境人材育成のための(1)大 学 ・大学院におけ

るモデルプ ログラムの開発、(2)産 学 官民連携によるコン

ソーシアムの構築、(3)ア ジアの大学院ネ ッ トワー クの構築

に取組んでお り、平成20年 度 「環境人材育成のための大学

教育プログラム開発事業」では、茨城大学、東京大学、慶

慮義塾大学(湘 南藤沢キャンパス)、 信州大学、中部大学、

高知大学、平成21年 度は、岩手大学、東北大学、上智大学、

滋賀県立大学、大阪府立大学を選定 した。例えば、茨城大

学の教育プログラムは、大学院全4研 究科の修士課程学生

を対象 とす るもので、理工学研究科都市システム工学専攻

が設置する 「サステイナ ビリテ ィ学 コース」、および各研究

科(人 文科学、教育学、理工学、農学)が 設置する 「サステ

イナ ビリティ学プログラム」によって構成 されている。基

盤科 目、演習科 目、専門科 目の3つ の科 目群に分類 している

なかで、「演習科 目」では、意欲 ・スキル ・国際性 を養 うた
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めに ファシ リテーシ ョン能力開発演習や、地元(大 洗町)

のほか、タイなどの海外をフィール ドとした国内 ・国際実

践教育演習を実施 してい る。

一方
、 日本学術会議では 「学校教育を中心 とした環境教

育の充実に向けて」と題 して下記の7つ の提言を平成20年 度

にまとめている。

(1)全 国 すべての児童、生徒、学生に対 して、学校教育は自

然の驚異や環境の大切 さ、景観 の美 しさを感 じる心を養い、

併せて人間と環境の適切な関係について学ぶことのできる

機会 を提供す るべきである。

(2)学 校 教育のなかで教科横断的な領域 として 「環境教育」

を位置付け、環境学習のための単元づ くりや各教科 との連

携を企画 ・構想できるコーディネーター としての環境教育

専任教員 を配置するべきである。

(3)す べ ての教員養成課程受講者 に対 して環境教育(自 然体

験を含む)を 義務付けるべきである。

(4)こ れ か らの教職大学院や現職教員の免許更新において

も、環境教育関連の履修 コースを増強 し、必修 とす るべき

である。

(5)わ が 国のすべての大学 ・大学院は 「環境」に関す る広汎

な教育研究に、専攻分野の違い を越 えて取 り組むべ きであ

り、その成果 は学生に対す る一般的な 「環境教育」 として、

また教員養成課程 にあたっては、「環境教育」担 当能力の育

成を通 じて社会化するべきである。

(6)大 学 には環境を幅広 く捉 え、全般的に研究 ・教育する各

分野の専門研究者を配置す ることとし、全ての学生が環境

に関す る基礎知識を得 るよ う、教養教育を充実 させ るとと

もに、大学の地域に対する貢献活動 を推進 させ るべ きであ

る。

(7)児 童 、生徒、学生、成人各 々にふ さわ しく有効な環境体

験の多様な場所 ・施設 ・環境 を全国各地 に確保するべきで

ある。

(5)に記述 されているよ うに、大学における環境教育の重

要性 を示 している。環境省のまとめた第4次 環境基本計画

においても、地域をはじめ様 々な場 における多様 な主体に

よる行動 と参画 ・協働の推進を謳ってお り、環境関連の活

動を しているNPOな どの団体がこれまでよ りも、活躍 しや

す くなることが期待 されている。環境教育においては、座

学による専門知識の教授 だけではなく、体験型学習 も重要

であるため、 ざま ざまな主体の 「協働」による環境教育に

期待 したい。

2.環 境教育の実践

近畿大学産業理工学部でも、人間形成科 目のなかで 「環

境学入門」、「環境と化学」、「環境と生物」などの環境に関

連した講義が開講されてお り、座学での環境教育が取 り入

れられているといえる。しかし、ここでは演習や課外にお

ける取組に焦点を当てたい。大学は研究機関であると同時

に高等教育機関であるため、学生は専門的な知識を有し、

学士の称号を授与される。 しかし、地域の在来生物に関す

る知識などの自然環境に関する単純な知識を教授する場は

希薄である。そこで、おもに課外活動を通じて自然環境を

学習する体験型環境教育を実施 した。特に、産業理工学部

生物環境化学科および産業技術研究科物質工学専攻では、

公害防止管理者(水 質)に 関連した講義や、環境計量士に

関連した講義も開講されており、それらの資格に挑戦する

学生が複数いるため、水環境に関連 した体験型水環境教育

は、自然環境に関する経験と大学で得る環境技術の知識 と

を結びっける上で有効であると思われる。この取組では、

地域の児童生徒への水環境教育を実施するための技能とし

てプロジェクトWETエ デュケーター講習を実施し、自然環

境や環境問題、自然環境の持続可能な利用について直接学

習する機会を与えることで、大学生に対する水環境教育に

ついて検討した。

2.1.環 境 ボ ラ ンテ ィア育成の ための プ ロジ ェク トWET

エ デ ュケ ーター講 習会

世界的に使われている環境教育手法のひ とつであるプロ

ジェク トWETは 水環境 に特化 した 「遊び を交えた環境教育

手法」 としてアメリカで開発 され、世界各国に広まった。

日本においては(財)河 川環境管理財団が資格認定を行っ

てお り、筆者 らは、中学校 との連携や外部展示会における

環境教育の成果報告 な どにおいてプロジェク トWETに よ

る環境教育 を実施 してきた。 日本ではプ ロジェク トWET

は 「環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推進 に

関する法律」第11条 第1項 に規定する人材認定等事業に登録

されている(主 務大臣:環 境大臣、文部科学大臣、国土交

通大臣)。

プ ロジェク トWETフ ァシ リテー ター資格を持っ筆者 と

学外講師が講師を努めて、2011年6.月29日(水)近 畿大学産

業理工学部にてプロジェク トWETエ デ ュケーター講習会

を実施 し、8名 の学生がプロジェク トWETエ デ ュケーター

の認定 を受 けた。プ ロジェク トWETエ デ ュケーター資格

を取得 した学生の多 くは環境ボランテ ィア団体に所属 して

お り、その活動 に生か され てい る。講習会 は講師1名 に対

してあま り多 くの受講者を受容れ る事ができないため、希

望者 がいた場合には少人数での実施 となっている。
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図.プ ロジェク トWETエ デュケ ータ ー講習 会の様 子

2.2.ラ ム サ ール条 約湿 地 秋 吉台地 下 水系 にお ける水

環 境学習

1971年 にイランのラムサールで開催 された 「湿地及び水

鳥の保全のための国際会議」において 「特に水鳥の生息地

として国際的に重要な湿地 に関する条約」が採択 された。

この条約は開催地にちなんで 「ラムサール条約」 と呼ばれ

てお り、 日本もこの条約に加盟 してい る。ラムサール条約

の面白い ところは、その湿地の保全 ・再生のみでなく、賢

明な利用、交流 ・学習を謳っているところである。賢明な

利用 とは湿地の生態系を維持 しながらも、そこか ら得 られ

る恵みを持続可能なように利用することを意味してお り、

産業や生活 とバ ランスの とれた保全 を進 めようとい うこと

である。そのために、ラムサール条約では、広報、教育、参

加、普 及 啓 発 活 動(CEPA:Communication,Education,

ParticipationandAwareness)を 進 めることも謳っている。工

学は 自然環境から資源を得た り、土地を改変 した り、負荷

をかけた り、様々な形で 自然環境を利用す る場合があるの

で、「賢明な利用」を実践 しているラムサール条約湿地は工

学系大学生に必要な学習の場であろ う。

飯塚市の補助金によってラムサール条約湿地 を訪問 し、

生物環境化学科1年 生が 自然環境の賢明な利用 について学

んだ。飯塚市から日帰 りで訪問可能 なラムサール条約湿地

は、九重タデ原湿原 ・坊がツル湿原 と山 口県の秋芳洞が登

録 されているほか、2012年 に は荒尾干潟 も新 しくラムサー

ル条約湿地 に登録 された。 これ らの湿地では、貴重な 自然

を保護 ・保全 してい る一方で、観光資源や水 の利用 など

様々な活用 もされてい る。 このような環境資源 を利用 ・普

及す る現場 を体験 し、飯塚市内における環境保全、環境 ビ

ジネスな どについて考える動機付けやボランテ ィア活動 に

生かす ことを 目指 した。

<ス ケジュール>

10:50食 堂前集合

11:00近 畿大学発

12:00メ カ リパーキングエ リア着

～ トイ レ休憩 ～

12:15メ カ リパーキングエ リア発

13:15秋 芳洞正面入 口 貸切バス駐車場着 ・降車

～ 昼食&秋 芳洞 ～

15:15秋 芳洞正面入 口 貸切バス駐車場 に集合 ・乗車

15:30秋 吉 台 カルス ト展望台 貸切バス駐車場 ・降車

～ 見学:カ ルス ト台地 ～

16:00秋 吉 台 カルス ト展望台 貸切バス駐車場 ・乗車

17:00壇 ノ浦パーキングエ リア着

～ トイ レ休憩 ～

17:15壇 ノ浦パーキングエ リア発

18:15近 畿大学着

参加 した学生に対 しては、事前学習(90分)を 実施 し、

予め、ラムサール条約湿地、飯塚市の環境、ボランテ ィア

活動などについての知識を教授 した。見学会終了後、飯塚

市内の環境 を資源 と捉 えた場合、 どのように賢明な利用が

可能かを、全参加者 に課題 を与え、 レポー トのなかで考え

てもらった。

飯塚市内が希少動植物の生息域 となっていることや天然

水が湧 き出る豊かな場所であることなどを挙げて、里地、

里 山の保全を挙げた学生が見 られた。また、サケの遡上す

る河川、石炭産業にお ける水路としての遠賀川 などを観光

資源 にしよ うといったアイデアもあった。

特に遠賀川の清掃活動に注 目した学生が多かった。清掃

活動によって河川をきれいにし、地域の子供たちが河川で

遊ぶ ことに、飯塚市内の 自然のワイズ ・ユースを見出した

学生が多かった。
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図.ラ ム サー ル条 約湿 地 「秋 芳洞 ・秋 吉台 」で の学習 風景

2.3.水 辺 の 野鳥観 察 と清 掃活動

2.3.1.和 白干潟のアオサ清掃、干潟 の掘 り起 こし作業

半閉鎖水域は、河川か ら流入する栄養塩負荷によって富

栄養化 しやすい。和 白干潟は博多湾 の奥に位置 してお り、

春か ら夏、夏か ら秋にかけて大量のアオサが堆積 する。

2011年12月10日(土)、 環境ボランエティア活動が活発な和

白干潟において、その活動を学ぶために、ウェッ トラン ド・

フォー ラムの活動に参加 した。2010度 の活動では、膝丈 ほ

どのアオサが干潟に打ち上げ られてお り、その清掃作業を

行ったが、2011年 度 は干潟へのアオサの堆積 がなかったた

め、干潟の掘 り起 こし作業(ホ リホ リ作業)を 行った。干

潟の活動後、多々良川へ移動 し、絶滅危惧種であるクロツ

ラヘ ラサギの観察を行った。野鳥観察に使用す るフィール

ドス コー プの使用方 法や被 写体 の写真撮影 につ いて も

ウェ ットラン ドフォー ラムのご指導をいただき、クロツラ

ヘラサギの写真を記録 した。

2.3.2.遠 賀 川 の野鳥観察 と水質分析

2012年1月27日(金)遠 賀川 自然観察会を実施 し、遠賀川

の野鳥観察とラコムテスターを用いた水質分析 を行 った。

水環境教育は様 々な道具を使用す ることで、その学習範囲

が広がる。 ラコムテスターは、pH、 水温、DO(溶 存酸素)、

導電率な ど簡易に計測できる。水質に関してはCOD(化 学

的酸素要求量)の 測定は、学生実験で修得 しているので、参

加者 はある程度の知識 を有 していた。

2.3.3.遠 賀 川流域のサギヤマ観察

ダイサギ、チュウサギ、コサギ、アオサギ、アマサギ、

ゴイサギなどのサギの仲間は、水辺の近 くの林 にコロニー

を形成 し、外敵か ら身 を守ってい る。サギヤマと呼ばれる

こ ういったコロニーは、大学周辺においても、あま り見 ら

れない。山口県では、開発による採餌地の水田の減少、農

薬の使用による餌資源の減少、営巣地 となる竹林や雑木林

の開発な どを原因に挙げている。1,2年 生7名 が参加 して、

鞍手郡のサギヤマの観察を行った。サギは有害鳥獣駆除の

図.和 白干潟 の清掃 活動
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図.遠 賀川の野鳥観察と水質分析

図.鞍 手郡のサギヤマとアマサギ

対象であるため、サギヤマの保護 と魚の捕食 などによる経

済的被害との双方を考える機会となった。

2.4.水 辺 の特 定外来 生物 の普及 啓発

外来生物法によって、特定外来生物が指定 されている。

よく似た言葉に外来種があるが、これは国内他地域か らの

移動 も含 んでいる。近年、福 岡市内で も被害が報道 されて

い るセアカゴケグモも特定外来生物 に指定 されている。生

態系に外来生物が侵入 してくると、生態系のみな らず人 の

健康や農林水産業など、幅広 く悪影響を及ぼす場合がある。

同じ日本の中にいる生物でも、例えば沖縄県に生息するハ

ブが、本来は生息 していない福岡県に入 ってきて定着 した

外来種のよ うに、 日本国内であっても、もともといなかっ

た別 の地域 に持 ち込まれた場合 に、もとか らその地域にい

る生物に影響を与える場合がある。 日本 の 「外来生物法」

では海外から入 ってきた生物に焦点を絞 り、人間の移動や

物流が盛んにな り始 めた明治時代以降に導入されたものを

中心に対応 している。なお、渡 り鳥、海流にのって 日本 に

やってくる魚や植物の種などは、 自然の力で移動す るもの

なので外来生物 には当た らない。九州の広い範 囲で、アラ

イ グマ、カニクイアライグマなどの特定外来生物が問題 に

なっているが、我々は植物 を対象に した大学周辺の調査を

行った。夏 に綺麗な黄色い花を開花させるオオキンケイギ

クも大学周辺に普通に見かける特定外来生物である。根を

丸 ごと引抜かない と来年また元気に花 を咲かせ るほ ど繁殖

力が旺盛で、在来種の生息場所 を奪っていく。在学生によ

る調査の結果、大学構内お よび鳥羽池にも多 く見かけられ

た。そ こで、飯塚市の後援 をいただき、ポスターを使った

オオキンケイギクの普及 ・啓発 を行った。オオキンケイギ

クが広まっている要因のひとつに、特定外来生物であるこ

とを知 らず に繁殖 させ る人がいることも挙げ られ るため、

普及 ・啓発 は重要である。特定外来生物の駆除には主に地

方 自治体による登録が必要であるが、九州地方環境事務所

に問い合わせた ところ、その場で殺処分 して移動 しない分

には、環境省への認定申請は不要 とのことであった。
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図.2011年5月17日(火)飯 塚 市鳥 羽池周 辺 にて調 査の様 子

,

2.5.市 民 への働 きかけ

筆者 らお よび在学生は、「世界一行きたい科学広場in宗 像

2012」(8月11日 宗像ユ リックス)や 「世界一行きたい科学

広場in飯 塚2012」(9月23日 飯 塚市コ ミュニテ ィセ ンター)

に出展 し、水環境教育を実施 した。鳥羽池か ら採取 した水

を顕微鏡 で観察 し、その中に生息 している生物 を児童 ・生

徒に教授 した。スジエ ビ、ヤゴのほか、アナベナ、ミ ドリ

ムシ、ゾウリムシなどのプランク トンを観察 してもらい、

児童 ・生徒に水に親 しみを持って もらった。

3.ま とめ

気候変動に関す るIPCC第4次 評価報告書で明 らかに され

た ように、地球の温暖化、砂漠化、海面上昇が進んでお り、

それ らへの適応が一つの課題 となっている。一方、オゾン

層保護のためのモ ン トリオール議定書によって、CFC(ク

ロ ロフルオロカーボン)、 ハロン、四塩化炭素、1,1,1一

トリクロロエタン、臭化メチルは、先進国では全廃 された

が、発展途上国での全廃 は遅れている。 さらに規制対象化

合物 のなかで も土壌消毒に用いられ る臭化メチルは、代替

品がないために不可欠用途 として使用 されている。 このよ

うに種々の環境 に関連 した問題 に直面 しつつ、持続可能 な

発展 を実現するためには、工学教育を受 けた大学生が環境

に関す る一般知識 ・経験を持ちつつ、その専門性 を生かす

環境人材 として活躍す る事が望まれ る。 はじめにご紹介 し

た環境人材育成 に関わっている大学以外 にも正規の教育と

して環境教育を取 り入れている大学は数多 くあ り、学科名

称に環境教育学 を冠す るものもある。工学系大学生への環

境教育は、環境人材育成 とい う面でも重要であ り、国内に

留ま らず発展途上国における活躍 も期待 され る。

この取組 では、水環境教育 をす るためのプロジェク ト

WETエ デ ュケーター育成、自然環境や環境問題 、自然環境

の持続可能 な利用について直接学習す る機会を与えること

を目的とした活動を行 った。環境教育は導入教育の意味も

あるので、各年度 の参加者 の多 くは1年 生で ある。 トビリ

シ宣言2)で も 「科学や技術の成果を利用 した教育は、環境問

題の認識や理解 を深めさせ るために大 きな役割 を果た さね

ばな らない」、「環境教育は、本来総合的な生涯学習で、現

代社会の主要な問題への理解を通 じ、倫理的価値に配慮 し

た環境保護 を行 うのに必要な技能や態度を育成す る」、「幅

広い学際的基盤に根 ざした全体的なアプローチを採 り入れ、

自然環境 と人工環境が深い相互関係 にあることを認 める総

合的視点をつ くりあげる」、「積極的に問題 を解決 してい く

プロセスにひ とりひ とりを巻き込み、自発性、責任感、参

加 を促すべきである」 としてお り、環境教育は社会人にな

る前段階でもある大学教育 において、積極的に取 り入れ ら

れ るべき内容であろ う。

参考文献

　1

　2

　3

　4

TheBelgradeCharte蔦AGIobalFrameworkfor

EnvironmentalEducation(ベ オ グ ラ ー ド憲 章 の 原 文 は

UNESCOホ ー ム ペ ー ジ よ り得 られ る

FINALREPORTofIntergovernmentalConferenceon

EnvironmentalEducationorganliedbyUnescoinco-

operationwithUNEBTbilisi(USSR),74-260ctober

1977(ト リ ビ シ 宣 言 の 原 文 はUNESCOホ ー ム ペ ー ジ

よ り得 られ る)

DeclarationofThessaloniki,InternationalConference

EnvironmentandSociety:EducationandPublic

AwarenessforSustainability(Thessaloniki,S-12

December1997)(テ サ ロ ニ キ 宣 言 の 原 文 はUNESCO

ホ ー ム ペ ー ジ よ り得 られ る)

阿 部 治 、 プ ロ ジ ェ ク ト研 究 「持 続 可 能 な 開 発 の た め

の 教 育 」 一経 緯 と成 果 概 要 一 、環 境 教 育 、20巻 、1号 、

pp4-5(2010)



5)KenichiKanno,丁 丑keshiHidaka,T∋tsuoKaneko,

HirofumiKawazumi,Y)uichiKaneko,Ke"iNakaishi,

ShigefumiTbyofuku,服)shiyukiHirayama,Rumiko

Saiki,YayoiOda,KeijiNakanishi,SusumuKoboriand

AkiHayata,ThePartnershipbetweenUniversityand

FiveSchoolsforWiseUseofBiodiversit防Journalof

SustainableDevelopment,vol.5,pp38-45(2012).

6)菅 野 憲 一 、 河 済 博 文 、 加 留 部 盛 雄 、 金 子 洋 一 、 サ イ

エ ン ス ・パ ー ト ナ ー シ ッ プ ・プ ロ ジ ェ ク ト支 援 に よ

る 地 域 連 携 環 境 教 育 に 関 す る 取 組 、 か や の も り14号 、

pp22-27(2011)

大学における水環境教育


